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1．はじめに

　1975年に国連によって「世界婦人宣言」が採択され，

それ以後のユO年問を婦人の10年として男女平等を押進め

る年と位置づけられた。それ以後世界的規模での男女の

平等を実現する運動，法制定が発展途上国を合めて前進

的に展開されていった。

　目本においてもユ977年に「国内行動計画」が策定さ

れ，「政策決定参加への促進」「新しい教育機会の創出」

r新しい時代に即応する学校教育」r雇用における男女平

等」「育児環境の整備」「母性と健康を守る対策」「農山

漁村婦人の福祉の向上」「家業，家庭における妻の働き

の評価」「寡婦の自立の促進」「老後の生活安定」「国際

協力」が政府によって推進された。これらの到達，努力

目標は12項目問に軽重はあるものの日本の女性のかかえ

ている問題，つまり女性という性をテコに　1）杜会経

済的に総体として低位におかれ，2）その中にあって男

性に対しても一層低位におかれているということから生

じる発達保障上の，生活上の諸問題を解決する課題とし

て今日的に重要な事項ばかりである。いいかえれば，国

際的なこれらの課題解決による女性の地位の水準からみ

た時，日本は経済発展等の水準に反してきわめて遅れた

状態にあるのが現状である。

　しかしこの10年間において，決して十分とはいえない

が民法，国籍法の一部が改正され，本年4月から男女雇

用機会均等法が施行された。この男女雇用機会均等法は

男女雇用平等法として策定されるべきところであったが

資本の抵抗と圧力の前に大きく後退した内容で成立し
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た。雇用労働の分野での女性の劣悪な条件は明治初期の

資本の本源的蓄積期以降120年に渡って1）大きく改善し

てきたとはいいがたいにもかかわらず，男女雇用機会均

等法という賃金，労働条件，雇用の場における教育機会

等の実質を伴わないともいえるところの，例えばそれは

労働基準法の改悪とセットとして，あくまで男子との機

械的平等ともいえる観点から男女雇用機会均等法として

成立したのである。この法律が果して女性の雇用の分野

における地位の向上に結実し，女性のおかれている家事

労働の性役割分担，家計柿助的就労と低賃金等の改善に

有効に機能するかどうかは今後の検討課題であるが，本

小論では女子の雇用機会の現状から男女雇用機会均等法

の諸問題を検討したい。この検討は1975年の国際婦人年

の「世界行動計画」で示された行動指針にある所の，女

子労働者の雇用・昇進・教育の機会と待遇について，現

状と男女雇用機会均等法の努力目標について実効性の面

から行いたい。次いで女子賃労働と労基法改定について

検討したい。

I　女子労働者の雇用・昇進・

　　教育機会と待遇

　日本経済が工業先進国の中にあって世界的な構造不況

にもかかわらず西ドイツとともに他国に比較しても高い

成長率を維持し，国際的な貿易摩擦を引き起しているこ

とは周知の通りである。そしてそれは第1次・2次オイ

ルショック以後の企業の合理化・省力化，エレクトロニ

クス化及び賃金抑圧にもとずいて進められたところであ

る。その中にあって女子労働者の雇用状態はこれらの企

業の経営・労務管理推進を反映したものとなっている。

　女子労働力率の変化をみると1975年の47．5％以降上昇
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を続け1983年には49．O％，1984年にはユ5～19歳及び55歳

以上の年歳属の増大の影響でO．1ポイント低下し48．9％

となったがおおむね上昇した2）。又，女子雇用者はユ975

年の1，167万人（雇用者総数に占める女子の割合32．O％，

以下同じ）から1984年の1，518万人と351万人（35．6％）

と増大した3）。その就業先をみると製造業が423万人，卸

・小売業が403万人，サービス業452万人，金融・保険

業，不動産業が91万人，建設業57万人，運輸・通信業39

万，公務33万人と合計1，499万人で全女子雇用者の98．8

％である。そしてこの10年間で特に増大したのはサービ

ス業の140万人，卸・小売業の113万人，そして金融・保

険業，不動産業の20万人である。これらの産業は居住す

る生活の場に近く，中・小・零細企業が多く女子の就業

の場として選択されたようである。しかしその雇用形態

はパートタイム雇用4）が1975年の198万人から1984年に

は328万人5）と130万人も増加しており，女子の就労の機

会は特に既婚者の場合，居住地の近くで，家事労働を遂

行しながら就労するという形で実際上展開されているこ

とを反映していよう。このように第3次産業を中心にパ

ートタイマーという不安定雇用の増大をともないながら

も女子雇用者は増大してきた。

　しかし雇用機会を企業の募集・採用からみると女子は

男子と等しく処遇されているとはいえない。労働省の

「昭和59年女子労働者の雇用管理に関する調査」でみる

と，高卒者を公募した企業のうち男女ともに公募した企

業は52．8％であり，男子のみが25．6％，女子のみが21．6

％である。又，大卒者の公募は同じくそれぞれ33．6％，

64．7％，1．7％である。このように雇用の機会もその入

口に接する時点で男女の差があり，学歴が高くなる程，

男女差が大きいのである。採用についても同様の傾向に

あるが，採用条件も男女共に同じであるのは高卒で49．1

％，大卒では48．7％と約半数である。その理由は「職種

が異なる為とする」が5～7割であり「資格，専攻，技

能等の条件が男女で異る」が高卒で15．O％，大卒では

ユ6．6％ある。そして大卒では「男子は全国異動，女子は

地域内移動」が27．O％とあり，「女子は自宅通勤とする

又はアパートの一人住まいを不可とする」がユ7．9％であ

る。このように最後の自宅通勤を女子の雇用の条件とす

る不当な差別はいうまでもないが，職種，技能，資格に

よる男女の差別的公募，採用が行われている。

　では男女雇用機会均等法はこれらの雇用機会における

差別的現状の是正にとってどうであろうか。

　男女雇用機会均等法第7条では，募集及び採用に関し

て事業主は，労働者の募集及び採用に当っては，女子に

対して男子と均等な機会を与えるように努めなければな

らないとしている。そして男女差別禁止のための措置と

して，事業主に努カ義務を課している。それは努力義務

であり罰則規定ではない。又この努力目標の指針として

①一定の職種について男子のみを募集・採用すること，

②大卒者等一定の資格を定めて，その対象を男子のみと

すること，③将来の処置の区分を設けて対象を男子のみ

とすること，④年齢，婚姻の有無，通勤の条件を付す場

合，女子に不利としないこと，をあげている。

　これらの努力義務が完全にすべての事業所で守られれ

ば先にみた募集・採用における女子の差別的現状は改善

されるかもしれない。しかし周知のように女子賃労働者

は，1）低賃金層として男子も含めた賃金水準全体を低

めてきた。2）景気調節弁としての不安定な就労形態一

例えばパートタイマーなど一の中にある場合が少くな

い。3）女性の封建的・差別的性役割分担観の下で，又

保育・育児に関する社会資本の未整備の下で，そして男

女賃金格差の下でいわゆる入職→結婚・出産→離職→育

児→再入職というライフサイクルにおけるライフステー

ジ変化をよぎなくされてきた。これらは資本のより大き

な蓄積の源泉であり，資本として上の努力義務はマイナ

ス要因に他ならない。したがって罰則のない努力義務規

定と指針に実効性を期待するのは難しいのである。又，

指針も指針に過ぎず，募集・採用にあたって上の①②③

は女子も含めて，あるいは今年の求人募集の変化，すな

わち単に営業職であるとか事務職であるとかにとどめて

図1　女子の役職への昇進機会と昇進可能な役職

　　部長まで（4．1）

部長より上（11．2）

女子に昇進機会
のない企業

52・3％　　　昭和52年

　　女子にも
課　昇進機会
まで　　のある

（・融、　企業

　係長まで　477％

　その他（16．9）

　　　　　　　　　　　　　　その他　　　　　　　　昭和59年
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　　　　　　　　　　　課
　　　　　43．7％　　　まで

　　　　　　　　　　　　28．3）　56．3％

部長より上（15．9）　　　　　　　　（100・0）

　　部長まで（4．7）

資料出所：労働省「昭和59年女子労働者の雇用管理に

　　　　　関する調査」
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男女を明記しなければ済むのである。いずれにしても労

働力を販売する以外に生きる方法を基本的に持たない労

働者に対して，資本は雇用する，しないの自由を持ち労

働者に対して圧倒的に優位にあり，採用試験等の結果の

判定権は事業主である。したがって表向きに努力したと

いうことであれば良いのである。④についても同様のこ

とがいえるわけである。例えば上にみた大卒女子のアパ

ートー人住まいの者の拒否も試験の判定基準，プロセス

を事業主は明らかにする必要がない以上，結果として不

合格とすれば何ら法的，社会的には問題とならないので

ある。

　女子の昇進についての現状は〔図1〕のように，役付

手当，管理職手当等が支給される役職への昇進の機会の

ある企業は56．3％でしかない。しかもその昇進の機会の

程度は係長までが30．9％と一番多く上位の役職程その機

会すら少くなっている。そして婦人の7年の間の女子の

昇進機会の拡大は〔図1〕のごとく8．6％でしかない。

この女子の昇進の機会のない理由を島根県にみれば，女

子は補助的業務が多いからが59．ユ％と最も多く，次いで

女子は勤続年数が短いから36．4％，女子には管理能力・

統率力が劣るから25．O％，女子には法制上の制約がある

から，13．6％，その他9．1％7）である。日本における雇

用契約には職種を明記しない場合が多く，採用後の職

種，職務への位置づけは事業主によって行われる。学歴

の男女差はあるが女子を補助的業務につかせたのは事業

主側であり，それをもって昇進の機会を与えない理由と

するのは矛盾である。又，教育訓練も一般的な接遇態度

とか基礎的な知識・技能の付与は男女とも同じ場合が50

～70％と多いが，現在の業務，あるいはより高度な業務

への配置がえに必要な知識・技能の付与とか部下のある

職務への配置がえに必要な知識・技能の付与になると，

男女とも同じは20～30％と激減し，男子のみに付与して

いるのが20～30％と多くなるのである8）。つまり女子に

管理能力・統率力がないという理由も企業側による教育

機会の差別に大きく起因しているのである。

　男女雇用機会均等法においては第8条で，事業主は労

働者の配置及び昇進について，女子労働者に対して男子

労働者と均等な取扱いをするように努めなければならな

いとしている。そして指針として配置について，①一定

の職務への配置に当って，女子であることを理由とし

て，その対象から女子を排除しないこと。②婚姻したこ

と，一定の年齢に達したこと等を理由として，女子労働

者についてのみ，不利益な配置転換をしないこととさ

れ，昇進については，①女子であることを理由に昇進の

対象から女子労働者を排除しないこととしているが，
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i）役職への昇進の機会を与えないこと。“）一定の役

職までしか昇進できないことの2つを排除として認めら

れる例としている。

　この配置及び昇進についても現状の改善を求めるよう

になってはいるが，募集及び採用と同じく例えば男女同

比率にしなければならないというような結果についての

規定ではなく機会の努力規定であり実効性は多く期待で

きない。

　実効性について差別是正の措置，救済措置を同法にみ

れば第13，ユ4，15条でふれられている。しかしこれらは

苦情処理は企業内の苦情処理機関で自主解決（13条）が

求められ，粉争の解決については都道府県の婦人少年室

長による助言・指導・勧告（14条）であり，あくまで当

事者問の円満な解決を促すもので当事者の責任を追求す

るものではない。又，第15条では紛争について当事者の

双方が申請した場合，あるいは一方が申請し，他方が同

意した場合に都遣府県婦人少年室長が必要と認めた時，

機会均等調停委員会による調停を受けることができると

いうものである。したがってこの差別是正措置，救済措

置も一方が拒否すれば強制力はなく実効性にとぼしいも

のである。

　このようにみてくると雇用機会均等法による女子労働

者の雇用・昇進・教育機会の差別的現状の打破は基本的

1に困難度が大で，女子労働者の機会均等の実現は難し

い。

皿　女子の賃労働と労働基準法改定

　男女雇用機会均等法は頭初述べたように女子労働者の

待遇面での核心である賃金の男女平等を欠落させて成立

させられれ又，母性保護の諸権利を保障した労働基準

法の改定をともなって成立したが，それは「日本の女性

の平等へ寄せる熱い期待を逆手にとってr紙のうえでの

平等を保障するから，実質的に保護を捨てて男性なみに

働きなさい。それができないなら一度家庭に入って子育

てに専念し・パートタイマーや派遣労働者として再就職

しなさい』と女子労働者の二極分解をねらった」9）もの

である。

　まず男女賃金格差であるが〔図2〕のごとく目本は先

進工業国にくらべて格段に格差が大きく1983年で男子

100に対して52．2でしかない。又，第一次オイルショッ

ク以後その格差は一貫して拡大しているのである。つま

りここにもはじめにで述べたように構造不況の下での企

業の合理化の下で女子賃金が抑圧し続けられたことが明

瞭である。にもかかわらず「婦人に対するあらゆる形態
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表1 労働基準法の改定

労基法
の条項

第時

64間

条外

の床

2日

第
64
条
の

3
深

夜

業

第坑

64内

条
の労

4働

第危
64険
条夏

の暴

5務

第生
68理
　休
条暇

第産
　前
　産
65後

　休
条暇

現 行　規定
1．1日2時間，！
　週6時間，1年
　150時問以内に
　制限している

2．休日労働の禁止

1．深夜業の禁止

　（注2）

2．例外の業種とし
　て
　保健衛生の事業
　接客娯楽の事業
　電話の事業
　スチュワーデス
　プロデューサー
　アナウンサー
　など

（注2）午後ユO時よ

　り午前5時まで
　の間の労働

絶対禁止

婦人労働者全体に
就業を制限してい
る

（新集牛欝塁）

1．就業が困難な婦
　人労働者
2．生理に有害な業
　務
（吾と工線難）

（産前）

6週間以内の就業
禁止

（織瀞二）

（産後）

6週間以内の就業
禁止

「均等法」で変更
した内容

省　　　　　　　　　令

ユ．工業的業種1日2

聾鱗を廃止／0艦鶴雲・4週で24時剛年ユ50
2．上記以外の業種　　／⑤休日労働冒ま4週でユ日まで認める

　現行規定を緩和　　⑤管理職は最小単位の組織の長以上で業務
3．一定の管理職・専　　　遂行を指箪命令する者
　門職は現行規定を　㊥専門職は，公認会計士，医師，歯科医師，
　廃止する　　　　　　獣医師，弁護士，システムェンジニァ，
　　　　　　　　　　　新聞言己者，出版編集者など14業種
1．現行の例外の業種

　に加えて

○簑繋雛／／⑤礒蕊鱗鰯会磁
●くさりやすいも

驚翻纂羅蝉塑曇蓼

●鱒詐川0銚義簾麓鵠僕雷所
薮鰯／

2垂蟻蟹規／｛③時舳日労働の項と同様の範囲

禁止規定を緩和する
（緩和の内容）

0臨時の必要のため
　坑内でおこなわれ
　る業務に従事する
　もの（妊産婦を除
　き）は現行規制を
　廃止する

③医師，看護婦，新聞や放送の取材

現行規定を廃止し

1簿1簸11爆蒜帳鴛就
2・騒蟻鵜／⑤鶉鰐鱗轟装難カスを発散す
　業禁止
生理休暇の名称は廃
止，就業が困難なも
のに請求により就業
させない措置をとる

1．現行規定はかわら

ず，多胎妊娠の場合
10週間が加わる
2．妊娠中の女子に請
　求にもとづき軽易
　な業務への転換
8週間となる
6週間経過後で請
求の場合，医師の
承認により就業で
きる

人規「10－7」改悪構想

0原則として制限は撤
　廃
　妊産婦は制限する
　が，本人の請求とす
　る。ただし育児負担
　を負っている女性へ
　は一定の制限を考え
　たい（3歳～5歳ま
　で）

0制限は撤廃（妊産婦
　は制限するが本人の
　申出とする）

0深夜業とは交替制で
　深夜に労働すること
　が明らかなもので，
残業が深夜に及ぷも

　のは時問外労働とみ
　る

0原則として撤廃
　ただし，重量物は除
　く（妊産婦は制限す
　る）

①VDT制限は考えて
　ない

③廃止する。著しく困
　難な者は病休でカバ
　ーする（病休は別建
　てとせず60目の範囲
　で昇給延伸はやむを
　得ない）

現行のまま

◎8週間にしたい
　（就業禁止期間6週
　間）

（注1）

＜備考＞

資料出所：

製造業・鉱業・建設業・運輸業など，労基法第8条の第1～第5号までの事業。
以上の対比表は機会均等法，およびセットで改悪された労基法部分の主要項目で，すべてではない。指

針・省令についても主要部分のみ。学習の友杜’86春闘学習教宣資料集のものを削除加筆したもの。

「賃金と杜会保障」No．931，資料
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越えるような形で増大することを意味している。

　3）女子労働者の二極分解は経済のエレクトロニクス

化，ソフト化の下での資本の要請する必要労働力に対応

しており，それは今日の臨調路線の上にある。そこでは

日本的福祉社会論にみられるように自助，相互扶助の強

調という前近代的な精神風土を活用しながら，一方で労

働者の分割・統治の推論が巧みに結合されており，その

点では明治以後戦前までの日本資本主義への回帰志向と

いう歴史的杜会発展に逆行するもので，この路線は長期

的に一層矛盾を深めていこう。

　以上のように今回の労働基準法の改定は女子労働者に

とって，労働条件の実質的な後退となり，個人的な所有

時問である消費生活の様々な局面で困難性，問題を発現

することとなろう。そして，それを契機として本人の，

家族の労働力・生活の再生産過程全体が破壊していく場

合も一層多くなっていくと思われる。

お　わ　り　に

　この小論では国際婦人年の行動計画にある，母性保護

と育児休暇の権利の保障，家族の仕事の責任の結合を容

易にする方法の追求等についてふれることができなかっ

た。これらの保障は女子労働者の雇用における男女平等

の課題と不可分に結びついており，これらの保障が杜会

制度として同時的に確立していくことが真の男女雇用平

等法の制定の実現に重要である。これらの点についての

検討は木年4月に施行された男女雇用機会の効果の実態

をふまえて行いたい。

　男女雇用機会の均等の実現に限ってみても，そして同

時に労働基準法の改悪をみても，女子労働者の生活権の

一つとしての労働権が大きく後退をよぎなくされつつあ

る。しかし1985年のナイロビNGOフォーラムに参集し

た世界中の男女平等を求める国際的な運動に学びなが

ら，「r職業人としても生活者としても自立した男女が共

生』する杜会，家族の創造」11）を進めていくならば，男

女雇用機会均等法を実効性あるものともしようし，さら

には一層の権利保障が確立された男女雇用平等法の実現

へ近づくにちがいない。

　しかしその為には，今日の新自由主義と国家主義の一

体化として展開されている政策動向と，その下での労働

組合の右傾化，未組織労働者層の増大，さらには精神的

荒廃・暴力是認の傾向等を労働者として認識し，その是

正の一翼としての位置づけの上に運動が展開されること

が必要であり，そのことによって連帯と運動は大きく前

進していくと思われる。
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